





GRADUATE SCHOOL OF HUMANITIES AND SOCIAL SCIENCES 
 
NAGOYA CITY UNIVERSITY 
NAGOYA JAPAN 
DECEMBER 2006 










Public Works and Public Finance, reconsidered(2) 
 
 
































































































































































































































































































2001年 2002年 2003年  
金  額 ％ 金  額 ％ 金  額 ％ 
道 路 10,960,576 28.5 10,594,105 29.4 9,177,581 29.0 
港 湾 758,495 2.0 709,184 2.0 617,009 2.0 
空 港 278,983 0.7 269,978 0.7 232,749 0.7 
その他交通手段 727,787 1.9 703,412 2.0 602,214 1.9 
電気・ガス 64,182 0.2 51,347 0.1 46,766 0.1 
港 湾 整 備 38,673 0.1 38,972 0.1 40,997 0.1 
工業用水道 59,396 0.2 56,685 0.2 62,589 0.2 
農 林 水 産 3,454,246 9.0 3,064,955 8.5 2,696,250 8.5 
Ⅰ 
小 計 16,342,338 42.5 15,488,638 43.0 13,476,155 42.7 
都 市 計 画 1,851,177 4.8 1,745,075 4.8 1,593,054 5.0 
住 宅 1,759,694 4.6 1,505,854 4.2 1,407,276 4.5 
宅 地 造 成 388,883 0.1 305,375 0.8 268,816 0.9 
環 境 衛 生 1,461,645 3.8 1,272,133 3.5 775,247 2.5 
上 水 道 1,484,477 3.9 1,474,469 4.1 1,372,826 4.3 
下 水 道 3,561,108 9.3 3,308,061 9.2 2,938,199 9.3 
厚 生 福 祉 1,727,711 4.5 1,700,307 4.7 1,532,377 4.9 
文 教 施 設 2,656,635 6.9 2,597,980 7.2 2,428,967 7.7 
観 光 施 設 21,602 0.1 10,143 ※ 12,529 ※ 
そ の 他 64,864 0.2 38,702 0.1 33,489 0.1 
Ⅱ 
小 計 14,977,796 39.0 13,958,099 38.8 12,362,780 39.1 
治 山 治 水 3,505,296 9.1 3,348,882 9.3 2,910,316 9.2 
海 岸 保 全 186,700 0.5 173,335 0.5 147,677 0.5 
災 害 復 旧 473,943 1.2 423,194 1.2 367,881 1.2 
失 業 対 策 38,405 0.1 18,286 0.1 17,529 0.1 
Ⅲ 
小 計 4,204,344 10.9 3,963,697 11.0 3,443,403 10.9 
官 庁 営 繕 819,670 2.1 646,401 1.8 470,041 1.5 
収 益 事 業 39,390 0.1 31,395 0.1 29,364 0.1 
そ の 他 2,065,626 5.4 1,919,081 5.3 1,812,321 5.7 
Ⅳ 
小 計 2,924,686 7.6 2,596,877 7.2 2,311,726 7.3 
合 計 38,449,164 100.0 36,007,311 100.0 31,594,064 100.0 
  注） 道路は街路・有料道路・駐車場、厚生福祉は病院・国民健康保険事業・公立大学病院を含む。
その他の交通手段は鉄道・軌道・自動車運送・地下鉄・船舶、Ⅱその他は市場・と畜場・公益
質屋事業を集計したものである。 
     2000年から厚生福祉に老人保健医療事業・介護保険事業・介護サービスが加わる。 









1980 1990 2000 2003  
金 額 ％ 金 額 ％ 金 額 ％ 金 額 ％ 
中 央 80,294 34.3 65,451 22.9 92,408 26.9 80,735 29.7 
 一般政府 23,797 10.2 32,783 11.5 53,100 15.4 54,365 20.0 
  一般会計 5,161 2.2 3,782 1.3 11,574 3.4 10,766 4.0 
  非企業特別会計 17,182 7.3 25,564 9.0 39,175 11.4 42,999 15.8 
  事業団（その他） 1,451 0.6 3,436 1.2 2,350 0.7 599 0.2 
 公的企業 54,496 24.1 32,668 11.4 39,309 11.4 26,370 9.7 
地 方 153,447 65.5 219,251 76.8 250,156 72.8 190,673 70.0 
 一般政府 132,866 56.7 193,103 67.6 213,872 62.2 161,930 59.5 
  普通会計 114,080 48.7 163,233 57.2 174,442 50.7 132,606 48.7 
  非企業特別会計 18,787 8.0 29,869 10.5 39,430 11.5 29,324 10.8 
 公的企業 20,581 8.8 26,149 9.2 36,283 10.6 28,743 10.6 
社会保障基金 511 0.2 826 0.3 1,175 0.3 882 0.3 
総固定資本形成計 234,252 100.0 285,528 100.0 343,739 100.0 272,290 100.0 
 
 注）『財政統計』各年版より作成。 




 1980 1985 1990 1995 2000 2004 
国       
  一般会計 59,750 58,107 58,991 109,376 102,361 80,555 
  特別会計 42,200 46,479 63,314 102,617 92,345 81,039 
   計（Ａ） 67,967 72,496 89,272 151,950 133,919 113,437 
地方（Ｂ） 112,057 134,351 198,391 264,122 223,651 173,107 
 国→地方（Ｃ） 35,935 35,575 44,190 61,395 51,342 35,529 
 地方→国（Ｄ） 4,601 6,579 11,379 14,952 15,467 12,987 
(Ａ)－(Ｃ)(Ｅ) 32,032 36,921 45,082 90,555 82,577 77,908 
(Ｂ)－(Ｄ)(Ｆ) 107,456 127,772 187,072 249,170 208,184 160,120 
(Ｅ)＋(Ｆ)(Ｇ) 139,488 164,693 232,154 339,725 290,761 238,028 
(Ｆ)／(Ｇ) 77.0 77.6 80.6 73.3 71.6 67.3 
(Ｃ)／(Ａ) 52.9 49.1 49.5 40.4 38.3 31.3 
 注）『地方財政白書』各年版より作成。 














 1980 1985 1990 1995 2000 2004 
補助事業       






















































単独事業    






















































国直轄事業    






















































普通建設事業計    
    純 計 144,971 150,702 225,846 311,131 239,017 163,367 
    都道府県 64,311 80,730 117,648 175,244 137,362 92,924 
    市町村 78,281 78,245 116,527 148,790 115,056 78,923 
  注） 2000・2004年度の市町村の普通建設事業費には県営事業負担金を含む。（ ）は各々の普通建
設事業に占める割合である。 
     『地方財政白書』各年版より作成。 













































   
  注） 日本銀行調査統計局、日本銀行各支店の公表資料、「県民経済計算（内閣府）」により作成。 





名古屋市立大学大学院人間文化研究科 人間文化研究 第６号 2006年12月 
 橋本政権による財政構造改革、そして小泉政権による「構造改革」は、こうしたバラマキ型の
公共事業からの転換を課題に掲げた｡13）「構造改革」のもとで公共事業が地域的にどのように推
移したか。統計的検証にはまだデータが乏しいが、行政投資の地域配分は1990年代には地方圏が
拡大をつづけたが、2000年から緩やかに減少傾向にある。 新のデータである2003年の対前年度
比をみても、長野県の21.8％減を筆頭に地方圏の減少が目立っている。大都市圏として東京・愛
知・大阪、地方圏として青森・島根・鹿児島を集計すると、2000年から2003年では大都市圏21％
減、地方圏28％減である。地方圏ほど落ち込みが激しいのは、国の公共事業や地域開発政策の転
換とともに、90年代の公共事業拡大の後遺症がある。国の「借金のすすめ」に従って公共事業を
拡大した地方圏の自治体ほど、深刻な財政危機に見舞われ、公共事業の大幅削減に追い込まれて
いる。 
 「構造改革」による公共事業削減は、経済財政白書も指摘するように公共事業への依存度が高
い地方圏ほど深刻なものがあり、地域経済や地域社会に影響をあたえている。それと「三位一体
改革」による地方交付税や国庫支出金の削減も、地方圏の自治体ほどダメージが大きく、地域間
格差を拡大してきた。「構造改革」による公共事業見直しや地方交付税削減、さらに市町村合併
の推進は、とかく国の財政再建が優先され、効率性や採算性ばかりが重視されがちである。中山
間地域に典型的なように、効率性や採算性だけで評価できない事業も少なくない。地域の実態に
即して、「構造改革」下の公共事業再編の検証作業を今後もつづけていきたい。 
 
注 
１）第５章「『構造改革』と公共事業」は次の３節から構成されている。1.「構造改革」の戦略と公共事業
見直し、2.地方制度再編と公共事業、3.「都市再生」と公共事業 
２）金澤史男編『現代の公共事業』日本経済評論社、2002年、65ページ。金澤執筆の序章と第１章、とくに
「財政の二重化」「財政の三重化」という視点からの公共事業の分析は参考になる。 
３）社会資本整備研究会・森地茂・屋井鉄雄編著『社会資本の未来』日本経済新聞社、1999年。研究会座長
の森地は、「社会資本整備は不要だという認識の下での議論が数多く展開され、世論をミスリードしてい
る」として、同書が「わが国の、地に足の着いた社会資本の論議の題材の一つになれば」と述べている
（ⅱ～ⅳページ）。 
４）奥野信宏『公共の役割とは何か』岩波書店、2006年、第３章「社会資本の公共性」参照。 
５）経済審議会編『国民所得倍増計画中間検討報告』大蔵省印刷局、1964年を参照。 
６）経済審議会社会資本研究委員会編『これからの社会資本』大蔵省印刷局、1970年。この報告書は新経済
社会発展計画策定に向けた基礎的作業であり、70年代の公共投資ないし社会資本の整備方向を示している。 
７）大蔵省は公共事業関係費の抑制論理として、規模を決定する基本的な要因である社会資本整備政策、総
需要管理政策（景気安定政策）および財政・財源事情（財政再建政策）の３つから説明してきた。実際問
題としては、財政事情が好転しないことから抑制がつづいてきた（宮島洋『財政再建の研究』有斐閣、
1989年、171～173ページ）。 
８）報告は「民間活力検討委員会」により作成された。その検討資料の資料集、日本プロジェクト産業協議
会『社会資本整備と民間活力』1984年は、「社会資本整備の現状」「社会資本整備の課題」「民間活力活用
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『公共事業と財政』再考（２） 
のための方策」の３つの章、補論「先進諸国における官民分担の現状」から構成されている。この報告書
も資料として収録されている。 
９）経済企画庁編『世界とともに生きる日本―経済運営５ヵ年計画』大蔵省印刷局、1988年、30ページ。 
10）石弘光監修『財政構造改革白書』東洋経済新報社、1996年、59ページ。 
11）同上書、193ページ。 
12）地域政策研究会編『行政投資』平成17年、地方財務協会において、平成14（2002）年度の行政投資額の
修正が掲載されている(110ページ）。修正した項目は、農林水産（漁港）、厚生福祉（保健医療）、文教施
設、災害復旧、官庁営繕である。総務省の地域政策研究会に問い合わせて資料を入手したところ、都道府
県別と全国の総投資額もすべて修正されていた。拙稿「『公共事業と財政』再考（１）」『名古屋市立大学
人文社会学部研究紀要』第19号、2005年の21ページに2002年度の行政投資額が掲載されているが、本稿の
第１表で修正を行った。また拙稿「公共事業改革と自治体財政」（宮本憲一・遠藤宏一編著『セミナー現
代地方財政Ⅰ』勁草書房、2006年）の表12.1における2002年の行政投資は、修正が間に合わず、修正前の
数値が掲載されている。 
13）加茂利男によれば、小泉政権では市町村合併や公共事業や交付税の削減などにより、財政資源を農村か
ら都市へシフトして都市のホワイトカラー層に支持基盤をつくる戦略をとり、こうした利益分配構造の転
換によって、公共事業や農業補助金の配分を戦略手段とする伝統的な利益誘導政治のパイプが崩れたとす
る。だが、利益誘導政治打破と言いつつ、……新しいターゲットへパイの分配構造が切り替えられ、利益
配分の手法も公共事業や補助金から、官製市場の民間開放や規制緩和、金融機関への資金注入などに置き
換えられたと指摘する（加茂利男「『利益誘導政治』は変わったか」『都市問題』2006年10月号）。 
